
インターゼミナール対中西ゼミ（献）辟  

インゼミ委員 桐山 友一  

今回のインゼミを終えてみて、「やっと終わった。ほっとした。」というのが正直な感  

想である。相手が開発経済のゼミであり、そのことに関する知識も乏しいところからスタ  

ートした。テーマの設定においては、何が問題なのかも分からず相手との話し合いでは非  
常に苦労した。場当り的なテーマの設定ではあったが、これが決まらねば何も始まらか－。  

余りの自分の無知を嘆きつつ、また、お互いのゼミの立場もこ即した論点のはっきりとした  

テーマを探すことの難しさを感じた。十応の基礎知識もついたところで主張のまとめに入  

ると、今度ほ論点の不備が明らかとなる。何度も相手の担当と電話で話を重ねるが、うま  

くいかず、何と一週間前にテーマの修正を行うことになった。   

このような状態で、緊張と不安の中、12月7日、本番突入。前に本をいっぱい積んだ  

質そうな人がずらっとならふ発言しても、自分で何を喋っているのか分からか－。僕以  

タゆ人がよく発言してくれ、活動まなんとか勝ちをおさめた。   

反省すぺきは、まず、テーマ設定のまずさである。これがしっかりしていなけ九ばディ  

ベートが意味を成さなくなる。いかに論点の明確なテーマを設定するかがいうまでもなく  

最も重要であった。つぎに、事前のディベートの練習の不足である。これらの課題は、来  

年以降のインゼミに生かしてほしいと思う。また、ディぺ－トの本質は、勝ち負けではな  

く異なった視点カ、らの主張の議論による問題の再認識にあり、それを見失わないでほしい  

ように思う。   

ディぺ－ト自体ほ、和やかなよい雰韓気の中、終了した。そのあとのコンパも盛り上が 

り、言いようのをい充実感に包まれた。ひとつ提案するとす九ば、ディベートのあとにデ  

ィスかアションの時間を設けることである。これによって、ディベートの反省とともにゼ  

ミの相違を越えた率直な話し合いができるように思われる。   
最後に、オブザーバーとして協力してく九た柴田さん、本当にありがとうございましキ。  

柴田さんの協力がなければ、僕らほどうすればよいか分からずに途方にくれていたでしょ  
う。また、ゼミの紹介など相談にのっていただいた岩本先生、どうもありがとうございま  

した。そして、班のみんな、ありがとう。2回生ほ、来年もぜひ頑張っ七ください。  

中西ゼミ珪 桐山友一  清和彦 柴田淳子 藤原有紀  

猪倶明彦 清谷春樹 永田十大 開 彰子  

オフサーノ÷－ 柴田茂紀さん  
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インターゼミナール 岩本ゼミ（京大）一中西ゼミ（東大）  

『ASEAⅣ4において今断夕櫛軌はどのようにおこを放るぺきか』  

一発展とは何か－  

「東アジアの奇跡」といわれるように、東アジアの成長はめざましい。なかでもASE  

AN4といわれるフィリピン、インドネシア、タイ、マレーシアの成風ま日をみはるもの  

がある。これらの国々の経轟発展において夕憤の果した役割は大きいといえるが、今後ど  

のような外資政策をとることで経済発展が持続されるのかどうかを議論する。つまり、今  

後の発展のためには外資に対して段階的に規制講和を進めていくべきなのか、それとも制  

限的・選択的な外資政策をとり外資耕陀維持していくべきなのかが論点である。さらに、  

長期的な視野で発展とは何かについても考える。  

岩本ゼミ閻の主張－イ外資規制を緩和して外資導入を進めていくべきである」  

1．外資導入＝（瀞ト）直接投資とは   

外資導入＝（海外）直接投資とは、被投資国と投資国（多国完企業）という正反対の視  

点でとらえたものて、民間、長期の国際的資本移動であり、外国株式・債券の購入、海外  

直接事業などにより経営の支配を行うものである。この意味で夕個企業・政府に付する貸  

付投資など経営支配を伴わをい間接投資と区別する。ここでは、被投資国を発展鼓ヒ団、  

投資国を先進国とする。   

通常、発畏牟上団は影大な人口をかかえており、また一次産品を中心としたモノかレナ  

エアーに依存しているたれ世界経済では劣位にある。二重謹済発展モデルを想定すると、  

経済発展にほ近代化・工業化が必要不可欠であるが、国内資本が未成熟な状況であるため、  

国内貯蓄不足を補い、国内投資を活発化するために外資導入がはかられる。   

また、その国内に及ぼす効果には以下が期待される。  

①，産業構造の高度化  

②，雇用の創出、恩民経済における所得の向上、資本形成  

③，技術革新、先進国からの技術移転  

④，人的資本の育成  

、● ⑤，国際市場と喘合  

⑥，国際収支の改善  

また、先進国の多国蒜企業による直接投資のインセンティブにほ次がある。  
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①，仕入れ、情報などの資源の入手  

②，輸出市場、現地国内市場など市場の確保  

③，コストの引き下げによる国際競争力の向上  

④，規模の利益の獲得  

⑤，危険分散   

十般附こは、双方の利益にもとづくが、実際には貿易摩擦や現地側の企業誘致などの政  

治的な要因によるものも多い。  

2．ASEAN4における外資政策   

現在までのASEAN4の発展において外資は重要な役割を果たしてきたといえるが、  

その外資導入による効果をはかる上で外資政策が深く関連する。以下、現在までの外資政  

策をみていくことにする。   

ASEAN4でほ1980年代までは国内産業を保護することに政策の重点がおかれ、  

外資政策は規制的であった。80年代に入り「次産品輸出の停滞から経済成長は低迷を続  

け、輸出を促進するために選択的に外資規制を綬和し、外資が導入さ九た。その現在まで  

のタト資政策の主な特鞄は以下があげられる。  

①，出資比率浅利の緩和  

②，参入分野規制の緩和  

③，輸出加工区の設置   

①に関して、出資比率規制とは、外資による直接投資の際、外資の出資比率を頚制する  

ものである。後の②、③とも関連するが、ASEAN4でほ政府の定める特定業種・特定  

地域に外資が進出する際において出資比率規制を緩和していった。   

②に関して、参入分野頚割とは、政府が外資に対して進出する業種を特定し、莫敢業種  

への進出に対して優遇措置を与えるなどを行い、それ以外の業種への進出にほ禁止またほ  

大幅な制限を加えるものである。ASEAN4では輸出虚業の多樹ヒとタ憤をさらに導入  
■●●  

するために参入分野規制も綬和されていった。   

③に関して、輸出加工区とはそこで作られた製品を輸出することを条附こ、出資比重や  

原材料・中間部品の輸入関税剣臥輸出入事務手続きの簡素化、政府によるインフラの整  

備と安肺な提供などの優遇が与えられる地域である。輸出を促進するため、輸出加工区が  

ASEAN4各国に設置された。   

外資の側にとってほ、国際競争力を高める上で低貫金労働力の活用や制度上の優遇など  

コスト面でのインセンティブが強くはたらき、本純輸出を目的として投資が進ん  

だ。  
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このような外資政策により、外資依存のかたちで簡出が拡大し経済が成長したが、同時  

に国内に大きな影響をもたらした。特に、雇用や所得の増加、技術の向上、産業構造の変  

化などがあげら九る。現在、ASEAN4経済全体に外資は大きを影響を及ぼしている。   

3．ASEAN4の経済発展のボトルネック・問題点   

以上のように、高成長を続けるASEAN4だが、今後の経済成長の持続を阻害するよ  

うな要因も発生してきている。  

①，所得格差・地域格差‥ASEAN4では、概して中程度の所得水準だが所得分配は不  

平等であるといえる。特に、マレーシアでは工業化が進んだ現在でも、ジニ係数縮小の傾  

向はあるが依然として0・5に近い高い数値を示す。タイではクズネッツ仮説の転換点を  

過ぎたとされる以後も所得格差ほ拡大し続けている。これほ、工業化が進んだ地域だ捌こ  

生産と所得の増加が集中し、他地域に波及しないという地域指差と関連する。これにより、  

発展地域に人口が過剰混入し、インフオ「マル・セクターが形成され所得格差をもたらす。  

′ ②，マクロ面でのアンバランスー財政赤字・対外経常収支の悪化…財政赤字は特にフィリ  

ピン・インドネシぞ・マレーシアで問題となっている。これは工業†とを促進するために政  

府・公企業の支出が増加したことによる。これらはいずれ税収でまかなわれるが、歳入の  

中心が輸入関税と所得税であり、今後貿易自由化による輸入関税の減少が予測され、支出  

の削減とともに税体系の見直しが急務である。また、これに伴い外層からの借り入れ、す  

なわち対外債務の累積が問題となっている。特にインドネシア・フィリピンで覇著て・あり  

毎年多額の債務償還をせねばならず、これがマクロ謹済政策に大きな制約となっている。  

③，インフラ不足・・・ASEAN4では、経済の急拡大にインフラの整備が追いつかか、。  

タイのバンコクにみられるdうに、過度の都市集積に生活関連インフラの整備が追いつか  

■■ ず、慢性的な完動蛸転どの問題が起こっている。また、フィリピンでは深刻な電力不足  

で領繋に停電が発生した。このようなインフラ不足は、経済の非効率をもたらし、経済活  

動を停滞させる。  

④，産業連関の弱さ…従来は、輸出加工区方式では、輸入関税減免などの優遇が与えられ  

るため、中間部品を輸入して生産してしまう。このため、国内産業との連関が弱く、国内  

産業の工業化には結びっいていきにくい。  

4・今後の外資政策における段階的規制緩和の必要性   

では、この√土うな問題に対して、今後どのような外資政策をとるぺきなのか。われわれ ■ヽ  
は、段階的にごらに外資に対して頚制を繹和していくべきだと考える。   

まず、短期的な当面の問題に対しては、ポジティブ・リストからネガティブ・リストヘ  
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の移行、インフラ整備など公的部門で布ってきた事業なと可能な掴で参入分野規制や出  
資比率規制を綬和し、外資に対して開放していくべきである。これにより技術移転や雇用  
・所得の上昇など他業種にわたり外資導入による効果が波及し、業種間の格差も剃、して  
いくと考えられ、外資も含めた産業連関も生まれるであろう。また、インフラ整備に対し  
ては、民活の利用という視点から、BOT（Build－Operate－Transf  
er）方式を採用し、国内資本不足をおぎなうという点においても、浅利を讃和しこの分  
野を夕憤に対して開放するぺきである。さらに、このような部分を含め、タ憤を含めた民  
割ヒにより公的支出が削減され、財政赤字の削、につながる。また、直接投資というかた  
ちほ間接投資と異なり珊柵拉債務とはならず、累積債務の増加に歯止めがかかる。この  
ように、外資導入によるメリットを最大限に活用するという意味で、外資に対して段階的  
に規制を緩和していくべきである。  

＜地域格差・所得桔差や産葦連関の問題とタ櫻＞  

地域桔差・所得桔差や産業連関の問題に関しては、どのような国内政策をとるかが間違  

する。地域桔差に関しては、例えばゾーニングによる外資導入が有効であると考える。ゾ  
＿ニングとほ国土を分割し未発垂地域への投資を優遇することで、国全体の調和のと九た  
発展をはかるものである。タイでは3ゾーン制を浣用し未発達地域への投資が進んでいる。  

これにより貧困地域への所得効果・技術移転効果が期待される。ASEAN4では貧困地  
域から都市への人口の過剰流入が、インフォーマル・セクターを形成し所得格差の庶因と  

なっているが、このような政策をとることで、タ憤導入により地域桔差による所得格差も  

是正されるであろう。産業連関に関してほ、タ憤にとっては安価で質の長い部品が生産さ  

れれば、現地で部品を調達しようというインセンティブは存在する。サボーティング・イ  

ンダストリーを形成するためには、夕櫻による技術移転・技術開発の効果を吸収していく  

システム作りが必要である。  

＜将来のASEAN4のあるべきすがた＞   

ASEAN4では、外資導入を促進するためにタ棲浅利が緩和されていったがこ・それほ  

政府介入による制限的・選択的な外資政策によるものである。このような政策をとる以上、  
結局社会的に不平等を生みだし、投資資金の効率的配分が損なわれ、国内経済の偏向化・  
ヲ鞠障化につながることほ避けられない。  

長期的なビジョンにたてば、現在までの発展にタ憤が大きな役割を果したことほすでに  

述ぺたが、雇用の拡大に伴って労働需給が逼迫し、賃金が上昇しつつある現在、労働量富 一  

国としての低賃金に依存したコスト面での優位性ほ薄れつつある。外資にとってもコスト  
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面でのインセンティブがほたらかなければ、低賃金労働力を求めて他国ヘシフトするであ  

ろう。選択的・制限的な外資政策では低賃金労働力の存在と輸出による成長を前提として  

おり、このため、いままでのような低賃金労助力の清用による輸出志向型経済では、発展  

が永続するとは考えられない。   

現在、アジアはもほや市場として意識されている。将来的には、国内資本と外国資本に  

等しく内国民待遇を与え、自由化・隋放化し国内に競争市場を作り出すことが、自立型経  

済としてASEAN4の発展につながるであろう。  

＜ASEAN4各国の経済動向と外資導入の状況＞  

ーインドネシアー  

・経済動向   

インドネシアは、1980年代に逆オイルショックを蓮験し、国際収支と財政の危桟に  

直面したが、金融自由化を出発点として、貿易・投資部門における規制綬和政策、金散財  

政政策の結果、石油依存型経済から輸出志向型経済へ移行した。94年以降、内需主導で  

7％を上回る経済成長を続けている。特に、外資流入の拡大を背景に、設備投資が経済を  

牽引している。また、失業率ほ長期にわたって2％の低水準で推移している。（しかし、  

不完全就労者の比率が高く、雇用統計では浦捉できないインフォーマル・セクターでの就  

労者も多いとされる。）国際収支では、石油輸出に加え非昂由輸出の伸びにより、貿易収  

支は黒字だが、対外債務償還のピークを迎え貿易外収支は大痛な赤字、よって経常収支は  

赤字である（94年30億ドル）。石き由輸出の増加が見込まれない分、輸入増加や胆昂由  

輸出の伸び銘イヒで琴革収受赤字が拡大する（95年75億ドル）。対外債務は、国内貯蓄  

投資バランスが投東岸過のため、80年以降年平均10％をこえる大幅な増加が続いてい  

る（94年965億ドル：対GDP比93年55．3％）。  

・外匡l投資状況  

1967年に「外圧l投資法」が制定され、70年代はじめに製造業を中心に第一次投資  

ブームを迎えた。しかし、強い民族意識と石油依存のため、外国投資は急減・低迷する。  

80年代後半以降、脱石油と工業製品輸出促進政策により、ルピアの切り下げや関税の減  

免、所有権や資本比率などに関する規制緩和措置がとられ投資環境は大幅に改善、外国投  

資は急速に盛り上がった（95年399億ドル：認可ベース）。外匡‡投資の中心ほ、日本  

とアジアN羊ESセある。   

項在ほ、EPTE・（認定輸出生産工場）制度を導入し、輸出志向型企業を優遇、EPZ  

（輸出加工区）内の企業に対しても優遇措置が認められた（93年）。また、’抜本的を外  
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資規制緩和策が発表され、外資100％の肇忍・資本委譲義務の基本的撤廃・最低投資額  

の撤廃・公共9分野への外資参入開放・裾野産業の育成の推進などの規制緩和策が導入さ  

れた（94年）。   

しかし、外国投資受け入れに対し依然強い民族恋情力鴻ること、法インフラの整備が不  

十分であること、他国に比して厳しい制限条項があることなど課題も多い。  

一夕イー  

・経済動向  

1980年代半ばまでのタイは「農業の国」であり、米を中心とする農産物輸出が主で  

あった。それまでの輸入代替政策が行き詰まり、農産物価格の下落などで5％前後の低成  

長が続いていたが、タ個投資受け入れなどの政策転換の後、7－13％の高成長を続けて  

いる（9ヨ年7・8％）。発展初期ほ、豊富な労働力（低賃金）を生かした労働集約的な  

産業が盛んであったが、近年工業化が進み労働需給が逼迫、賃金が大幅に上昇したため、  

技蜘へのシフトが図られている。タイの連動こおける農林水産業の地位は徐々  

に低下しているが、今日でも国民の2／3は農業となんらかの関係をもっており、また、  

ァグロインダストリーの発展もあって、一次産業は依然として重要な位置を占める。タイ  

の国際収支は、経常収支の赤字を資本収支の黒字で補うという楕遣である（94年経常収  

支21億ドル）。対夕帽弼舶増加しているものの（92年394億ドル）、政府・政府保  

証債務は厳い、管理が続いている。一方、タ慣投資増大にともなう政府非保証の民間債務  

が増加している。  

・外国投資状況   

タイほ、1977年の投封麒来、特定産業への外国投資に対し税制上の優遇  

を与えるなどする、抑卜資推奨政策をとっている。8∋年に、輸出企業に対して10  

0％タ憤を認めるなど投資推奨基準と優遇内容を規定した、投資推翼ガイドラインが発表  

された。これ以後、外国投資流入が急増し（92年100億ドル：・軒ドース）、民活も  

含めたインフラ整備も進んだ。87年にほ外資規制ほさらに緩和され、タイ全土を3ゾー ■▲  

ンに分け貧困地境への投資を優遇するなどした。94年にほ夕個投資をさらに盛宣するた  
め、外国人の株式保有を1／3未満とする規定の魔止・制限またほ禁止業種の見直しなど  

の、浅利綬和が行われた。  

－マレーシアー  

・経済動向  

マレ＿シアでは、華人資本が経瀞勺実権を握っていたが、1971年に「新経済政策」  
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（NEP）が打ち出されマレー人優遇政策（アミフ○トラ政策）がとら九た。これにより、  

マレー人中間層の成長、貧困率の椚どの成果をあげたが、国営企業を中心とした重化  

学工業化路線が行き詰まるなど、国家による経静＼の過度の介入・保護がもたらす非効率  

性などの問題点も発生した。そこで80年代後半から、浅利緩和を進めるなど民間主導型  

の経済、輸出産業を中心としたタ幅投資の積極的な導入により大きく成長をとげた。経済  

成長率ま90年代前半において7－9％と高い伸びを示しており、失業率も3％以下と完  

全雇用に近い状態となっている。輸出・輸入はともに拡大して、貿易収支は赤字である  

（95年38億ドル）。現在は、以前のような深刻なブミプトラ論争は影をひそめ、「ビ  

ジョン2020」の中で国民的硫十を示し、民間部門の活力を生かしつつさらなる経済発  

展が目蔑とされている。また、長期的な「国家間党政策」（NDP）のもとで外国投資の  

「層の誘致が進められるとともに、産業構造の高度化と多様化、民営イび旨譲の強化、輸出  

市場の開拓、中小企業育成によるサギーティング・インダストリーの振興、産業の地域分  

散がはかられている。  

・外匡投資状況  

1985年の丁エ業化マスタープラン」策定以後、規制緩和と外国投資誘致積極策によ  

り、外資流入が急増している（92年69億ドル：認可ベース〉。これらの投資は主とし  

て製造業へ向けられたが、特に電子・電気培器部門への流入が著しい。このマレーシアの  

工業化と輸出に与えた影響ほ大きく、それまでは一次産品中ノ山の輸出であったが、輸出全  

体に占める工業製品の比率ほ75％（94年）となった。外国投資の多くは「自由貿易地  

域」（FTZ）に集中しているが、このため地場企業・周辺地域とのつながりが少をいと  

いう問題もある。  

ーフィリピンー  

・経済動向   

フィリピン経済は、1982年から92年までの平均成長率ほ0．8％と長い間低迷を  

続けた。これは、極端な国内産業保護政策と為替相場の過大評価により、国際競争力が弱  

く輸出産業が発達しないことや、外貨不足による対外債務支払い停止、金融危括などによ  

る。また、財政金融引き締め政策がとられ、公共投資も削減、これにより92年の停電に  

みられるように、インフラ不足が顕在化した。しかし、最近のラモス政権下では、IMF  

コンディショナリティにより対外債務残高の増加に歯止めがかかり、また外資開放政策の  

推進、金融自由他・て電力事情の好転などにより夕馳嘲汀するなど、経済は成長軌道  

に乗りつつある。・rフィリピン2000」のなかでは、経済優先の政策運営が示され、2  

000年までにNIESの仲間入りを目指している。  
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・外圧股資状況  

夕憤の積極的導入をはかるため1991年に「タ個投資法」が制定され、輸出企業の外  

資100．％が認可されるなど、大幅に講和された。十方、関税も引き下げられ、輸入も促  

進された。94年には、タ臆投資は過去最高となった（24億ドル：認可ベース）。  

最近では、「新BOT法」による民活でのインフラ整備（94年）、フィリピン経済区  

庁（PEZA）を設置し、既存輸出加工区（EPZ）と新たに創設された特別経済区（S  

EPZ）の管理および進出企業に対する優遇措置を行い、外資誘致を遇わる（95年）等、  
投資環境ほ改善されている。また、スービック謹済特別区（SEZ）という大境模プロジ  

ェクトも進行中である。   

フィリピンほ、低賃金であり教育水準も高く、英語圏であることから、これからのタ個  

投資増加姑見込まれる。  
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